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(57)【要約】
【課題】体積あたりの利用効率のよい二次電池の提供を
目的とする。
【解決手段】二次電池であって、正極層と負極層とが絶
縁層を介して積層された電極積層体と、前記電極積層体
を挟持する一対の支持板と、前記支持板に両端を挟持さ
れ、前記支持板と固着する柱体と、を有することを特徴
とすることを特徴とする。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極層と負極層とが絶縁層を介して積層された電極積層体と、
　前記電極積層体を挟持する一対の支持板と、
　前記支持板に両端を挟持され、前記支持板と固着する柱体と、を有することを特徴とす
る、二次電池。
【請求項２】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記柱体の少なくとも一部は、熱に応答して変形する樹脂であることを特徴とする、二
次電池。
【請求項３】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記柱体の少なくとも一部は、熱可塑性樹脂であることを特徴とする、二次電池。
【請求項４】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記支持板は、前記電極積層体を形成する各層に平行な矩形であって、
　前記柱体は、少なくとも前記支持板の四隅に設置されることを特徴とする、二次電池。
【請求項５】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記柱体は、前記支持板が離れあう方向に移動しないよう係止する係止機構を有するこ
とを特徴とする、二次電池。
【請求項６】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記柱体は、凹型部材と、前記凹型部材に嵌合する凸型部材とからなり、
　前記凹型部材又は前記凸型部材の一方には、突起部が形成され、他方には前記突起部を
係止する凹部が形成されていることを特徴とする、二次電池。
【請求項７】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記柱体は、ビニル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリアセター
ル樹脂、ポリアクリル系樹脂、ポリアミド系樹脂、又はフッ素系樹脂の少なくともいずれ
か１つを含む材料から形成されていることを特徴とする、二次電池。
【請求項８】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記絶縁層は、ゲル状の電解質からなることを特徴とする、二次電池。
【請求項９】
　請求項１に記載の二次電池であって、
　前記絶縁層は、(ＣＦ３ＳＯ２)２ＮＬｉ、 (ＳＯ２Ｆ)２ＮＬｉ、ＬｉＰＦ６、ＬｉＣ
ｌＯ４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＢ（Ｃ６Ｈ５）４、ＣＨ３ＳＯ３Ｌｉ、又はＣ
Ｆ３ＳＯ３Ｌｉの少なくとも１つを含むリチウム塩と、テトラエチレングリコールジメチ
ルエーテル、トリエチレングリコールジメチルエーテル、エチレンカーボネート、ジメチ
ルカーボネート、エチルメチルカーボネート、プロピレンカーボネート、ジエチルカーボ
ネート、１，２－ジメトキシエタン、１，２－ジエトキシエタン、γ－ブチロラクトン、
テトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラン、４－メチル－１，３ジオキソラン、ジエチ
ルエーテル、スルホラン、メチルスルホラン、アセトニトリル、又はプロピオニトリルの
少なくとも１つを含む溶媒と、を含む材料から形成されていることを特徴とする、二次電
池。
【請求項１０】
　正極層と負極層とを絶縁層を介して積層させ、電極積層体を得る積層工程と、
　柱体の両端と前記電極積層体とを一対の支持板で挟持する挟持工程と、
　前記挟持工程後に、加熱して前記柱体を変形させる加熱工程と、を有することを特徴と
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する、二次電池の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二次電池、及び二次電池の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、リチウムイオン二次電池モジュールに関する技術が開示されている。
同文献の段落［００１６］には、「本発明に係るリチウムイオン二次電池モジュール１０
０は、複数の角型のリチウムイオン二次電池（セル）１の積層体１４と、この積層体１４
を挟持する一対の支持板２ａ及び２ｂと、一対の支持板２ａ及び２ｂを固定する支持棒１
３と、支持棒１３の端部に設けられた固定部材１２及びばね３とを有する。支持棒１３の
一端は、支持板の一方（２ｂ）に固定され、他端は、支持板の他方（２ａ、押圧板）に挿
通され、固定部材１２が固定されている。支持板２ａと固定部材１２との間に、ばね３が
固定されている。」と記載されている。また、段落［００１９］には、「ばね３は、支持
板の一対の辺に少なくとも４本ずつ配置されることが好ましい。」と記載されている。ま
た、段落［００２３］には、「固定部材１２は、締結部材（例えば、ねじ）であることが
好ましい。」と記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１６－８５８９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に記載されたリチウム二次電池モジュールは、積層体を挟持する支持板の外
側にばねを介して固定部材が設置されるため、固定部材の高さの分のデッドスペースが生
じ、二次電池全体の体積に対するエネルギー効率の悪化を招く。
【０００５】
　本発明は、上記の点に鑑みてなされたものであって、体積あたりの利用効率のよい二次
電池の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本願は、上記課題の少なくとも一部を解決する手段を複数含んでいるが、その例を挙げ
るならば、以下の通りである。
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明の一態様に係る二次電池は、正極層と負極層とが絶縁
層を介して積層された電極積層体と、前記電極積層体を挟持する一対の支持板と、前記支
持板に両端を挟持され、前記支持板と固着する柱体と、を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、体積あたりの利用効率のよい二次電池を提供することができる。
【０００９】
　上記した以外の課題、構成、及び効果は、以下の実施形態の説明により明らかにされる
。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第１の実施形態における二次電池の一例を示す模式図である。
【図２】電極積層体の一例を示す模式図である。
【図３】第１の実施形態の変形例における二次電池の一例を示す模式図である。
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【図４】第２の実施形態における二次電池の一例を示す模式図である。
【図５】凹型部材の断面の一例を示す図である。
【図６】凸型部材の断面の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
＜第１の実施形態＞
【００１２】
　以下、図面に基づいて本発明の実施形態の例を説明する。なお、図面においては、構成
を分かり易くするために、断面図であってもハッチングを省略する場合がある。図１は、
第１の実施形態における二次電池１００の一例を示す模式図である。二次電池１００は、
電極積層体１と、一対の支持版（支持板１０及び支持板１１）と、柱体１２とを有する。
電極積層体１は、支持板１０・１１と柱体１２とからなる電極積層体の保持構造９により
保持される。
【００１３】
　支持板１０・１１は、高耐熱性であれば材料は問わないが、例えば樹脂又は金属により
構成される。支持板１０・１１には、例えばステンレス鋼や、フェノール樹脂、メラミン
樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ジアリルフタレート樹
脂等を用いることができる。支持板１０・１１は、例えば底面が矩形の薄板形状であって
、望ましくは、厚み（図１のY方向）が０．５ｍｍ以上１０ｍｍ以下であり、奥行き（図
１のZ方向）が５０ｍｍ以上１０２０ｍｍ以下であり、幅（図１のX方向）が５０ｍｍ以上
１０２０ｍｍ以下である。
【００１４】
　柱体１２は、熱可塑性樹脂により構成される。柱体１２には、例えばビニル系樹脂、ポ
リスチレン系樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリアセタール樹脂、ポリアクリル系樹脂、ポ
リアミド系樹脂、フッ素系樹脂等を用いることができる。柱体１２は、例えば角柱又は円
柱形状であって、望ましくは、高さ（図１のY方向）が０．０３５ｍｍ以上４００ｍｍ以
下であり、底面積は２０ｍｍ２以上～２００００ｍｍ２以下である。柱体１２は、少なく
とも支持板１０・１１の四隅に設置される。
【００１５】
　柱体１２の長手方向の両端は、支持板１０及び支持板１１に固着している。柱体１２の
両端は、例えばレーザー溶着、接着剤、又は超音波溶着等により支持板１０及び支持板１
１に固着される。
【００１６】
　電極積層体１は、正極電極２と、負極電極３とを含む積層体であるが、詳細は後述する
。
【００１７】
　図２は、電極積層体１の一例を示す模式図である。電極積層体１は、正極電極２と、負
極電極３とが交互に、絶縁層を介して積層されている。電極積層体１を構成する正極電極
２と負極電極３の数は、図２に示す数に限定されないことはいうまでもない。
【００１８】
　まず、正極電極２について説明する。正極電極２は、正極集電箔５と、正極塗工層６と
を含む。正極集電箔５は、金属箔であって、例えばステンレスやアルミニウムを用いるこ
とができる。正極集電箔５は、５μｍ以上２０μｍ以下の厚みを有することが望ましい。
【００１９】
　正極塗工層６は、正極合剤を用いて形成される。正極合剤は、正極活物質、結着剤、導
電助剤、及び半固体電解質を含む。正極活物質は、リチウムを挿入及び脱離可能な材料で
あればよい。例えば、Ｍｎ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅなどの単体又は２種類以上の遷移金属に対
し、予め十分な量のリチウムを含有させたリチウム含有遷移金属酸化物を正極活物質に用
いることができる。
【００２０】
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　また、正極活物質の結晶構造についても特に限定されず、スピネル結晶構造や層状結晶
構造等、リチウムイオンを挿入及び脱離可能な構造であればよい。また、結晶中の遷移金
属やリチウムの一部を、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ａｌ、Ｍｇなどの元素で置換した材料
や、結晶中にＦｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ａｌ、Ｍｇなどの元素をドープした材料を用いて
、正極活物質を形成してもよい。
【００２１】
　結着剤については特に限定せず、例えばポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポ
リテトラフルオロエチレン、又はポリフッ化ビニリデン－ヘキサフルオロプロピレン共重
合体を使用することができる。導電助剤には炭素材料を用いる。導電助剤には、例えばア
セチレンブラック、ケッチェンブラック、人造黒鉛、カーボンナノチューブなどを使用す
ることができる。
【００２２】
　半固体電解質は、電解液と、電解液を表面に吸着する担持体とを含む。二次電池１００
がリチウムイオン電池である場合、水溶液系の電解液を用いると、リチウムが水と反応し
て水素ガスを発生させてしまう。そのため、電解液には非水電解液を用いることが望まし
い。
【００２３】
　電解液には、(ＣＦ３ＳＯ２)２ＮＬｉ、 (ＳＯ２Ｆ)２ＮＬｉ、ＬｉＰＦ６、ＬｉＣｌ
Ｏ４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＢ（Ｃ６Ｈ５）４、ＣＨ３ＳＯ３Ｌｉ、又はＣＦ

３ＳＯ３Ｌｉなどのリチウム塩や、これらの混合物を用いることができる。
【００２４】
　また、電解液には、溶媒として、テトラエチレングリコールジメチルエーテル、トリエ
チレングリコールジメチルエーテル、エチレンカーボネート、ジメチルカーボネート、エ
チルメチルカーボネート、プロピレンカーボネート、ジエチルカーボネート、１，２－ジ
メトキシエタン、１，２－ジエトキシエタン、γ－ブチロラクトン、テトラヒドロフラン
、１，３－ジオキソラン、４－メチル－１，３ジオキソラン、ジエチルエーテル、スルホ
ラン、メチルスルホラン、アセトニトリル、プロピオニトリル等の有機溶媒や、これらの
混合液を用いることができる。
【００２５】
　担持体には、二酸化シリコン、酸化アルミニウム、二酸化チタン、酸化ジルコニウム、
ポリプロピレン、ポリエチレンやこれらの混合物を用いることができる。担持体は、電解
液の吸着量を増やすため、単位体積あたりの表面積が大きいことが望ましい。従って、担
持体は、粒径の小さい微粒子であることが望ましい。
【００２６】
　なお、担持体の材料はこれに限定されない。担持体は導電助剤としての性質を有するも
のであってもよい。
【００２７】
　正極塗工層６の形成方法の一例として、正極活物質、導電助剤（上述の担持体としての
役割を併せ持つ）、結着剤、及び電解液を混合し、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ
）等の分散溶媒に分散させることで、正極スラリーを作成する。正極スラリーを正極集電
箔５の両面に塗布し、加熱（例えば１２０℃以下）することにより、正極集電箔５上の正
極スラリーを乾燥させる。
【００２８】
　なお、加熱に用いる温度は、電解液が分解しない温度である。その後、乾燥した正極ス
ラリーの塗工膜をプレス圧縮することで、正極塗工層６を得ることができる。正極塗工層
６の厚みは、容量に応じて適宜変更が可能である。厚みは、１０μｍ以上２００μｍ以下
であることが望ましい。
【００２９】
　次に、半固体電解質層４について説明する。半固体電解質層４は、正極電極２と負極電
極３との間を絶縁し電気的な接触を防止する絶縁層としての機能と、リチウムイオンを通
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過させるスペーサーとしての機能を有する。半固体電解質層４は、ゲル状（半固体状態、
固体状態、疑似固体状態を含む）であって、正極電極２及び負極電極３の表面に形成され
る。半固体電解質層４は、５μｍ以上３０μｍ以下の厚みを有することが望ましい。
【００３０】
　半固体電解質層４は、半固体電解質と、結着剤とを含む材料を用いて形成される。半固
体電解質は、上述の正極塗工層６の半固体電解質と同様に、電解液と担持体とを含み、正
極塗工層６の半固体電解質と同様の材料を用いることができる。しかしながら、正極塗工
層６の半固体電解質は、担持体として導電助剤としての性質を有する粒子を用いることが
できるが、半固体電解質層４は絶縁層であるため、導電助剤としての性質を有する材料を
用いることはできない。
【００３１】
　結着剤については特に限定せず、例えば、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン（
ＰＶＤＦ）、ポリテトラフルオロエチレン、ポリイミド、スチレンブタジエンゴム、ポリ
フッ化ビニリデン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体やこれらの混合物などを使用する
ことができる。
【００３２】
　半固体電解質層４の形成方法の一例として、電解液と、担持体と、結着剤とを混合し、
Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）等の分散溶媒に分散させることで、半固体電解質
スラリーを作成する。半固体電解質スラリーを正極塗工層６に塗工し、乾燥炉で加熱（例
えば１２０℃以下）することにより、半固体電解質スラリーを乾燥させる。なお、加熱に
用いる温度は、電解液が分散しない温度である。これにより、正極電極２に半固体電解質
層４を形成することができる。
【００３３】
　なお、半固体電解質層４の形成方法はこれに限定されず、例えば自律膜として形成した
後に、正極塗工層６に積層してもよい。
【００３４】
　半固体電解質層４が両面に形成された正極電極２は、任意のサイズに打ち抜かれる。半
固体電解質層４が形成された正極電極２は、幅（図２のX方向）が５０ｍｍ以上１０００
ｍｍ以下であって、高さ（図２のY方向）が５０ｍｍ以上１０００ｍｍ以下であることが
望ましい。
【００３５】
　次に、負極電極３について説明する。負極電極３は、負極集電箔７と、負極集電箔７に
塗工される負極塗工層８とを含む。負極集電箔７は、金属箔であって、例えばステンレス
や銅を用いることができる。負極集電箔７は、厚みが５μｍ以上２０μｍ以下であること
が望ましい。
【００３６】
　負極塗工層８は、負極合剤を負極集電箔７の両面に塗布することにより形成される。負
極合剤は、負極活物質、結着剤、導電助剤、及び半固体電解質を含む。負極活物質の材料
は問わないが、例えば結晶質又は非晶質の炭素材料、又は天然黒鉛、黒鉛剤、コークス等
の炭素材料を用いることができる。
【００３７】
　負極塗工層８の粒子形状においても限定せず、例えば鱗片状、球状、繊維状、塊状など
種々の粒子形状の材料を用いることができる。
【００３８】
　結着剤については特に限定せず、例えばポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポ
リテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体
などを使用することができる。導電助剤には炭素材料を用いる。導電助剤には、例えばア
セチレンブラック、ケッチェンブラック、人造黒鉛、カーボンナノチューブなどを使用す
ることができる。半固体電解質は、正極塗工層６に用いる半固体電解質と同様であるため
、説明を省略する。
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【００３９】
　負極塗工層８の形成方法の一例として、負極活物質、導電助剤（半固体電解質の担持体
としての役割を併せ持つ）、結着剤、及び電解液を混合し、Ｎ－メチル－２－ピロリドン
（ＮＭＰ）等の分散溶媒に分散させることで、負極スラリーを作成する。負極スラリーを
負極集電箔７上に塗工し、加熱（例えば１２０℃以下）することにより、負極集電箔７上
の負極スラリーを乾燥させる。
【００４０】
　なお、加熱に用いる温度は、電解液が分解しない温度である。その後、乾燥した負極ス
ラリーの塗工膜をプレス圧縮することで、負極塗工層８を得ることができる。負極塗工層
８の厚みは、容量に応じて適宜変更が可能である。負極塗工層８の厚みは、１０μｍ以上
２００μｍ以下であることが望ましい。
【００４１】
　その後、負極電極３に半固体電解質層４を形成する。形成方法は、正極電極２に半固体
電解質層４を形成した方法と同様である。半固体電解質層４が形成された負極電極３は、
任意のサイズに打ち抜かれる。半固体電解質層４が形成された負極電極３は、幅が５０ｍ
ｍ以上１０００ｍｍ以下であり、高さが５０ｍｍ以上１０００ｍｍ以下であることが望ま
しい。
【００４２】
　上述の通り、正極電極２と負極電極３を、絶縁層（半固体電解質層４）を介して交互に
積層することにより、電極積層体１を得る。電極積層体１は、厚みが０.０３５ｍｍ以上
４００ｍｍ以下であることが望ましい。
【００４３】
　なお、本実施形態では、正極電極２と負極電極３の各々に半固体電解質層４を積層して
いるが、積層方法についてはこれに限られない。正極電極２と負極電極３とが半固体電解
質層４を介して積層されればよい。
【００４４】
　本実施形態では、正極電極２と負極電極３を用いて電極積層体１を得る（積層工程）。
その後、支持板１０及び支持板１１に、電極積層体１と柱体１２の両端とを挟持させる（
挟持工程）。この際、柱体１２の両端と支持板１０・１１とを固着する。
【００４５】
　次に、支持板１０又は支持板１１の少なくとも一方を介して二次電池１００を加熱し（
加熱工程）、支持板１０又は支持板１１を互いの方向へと加圧する。即ち、支持板１０を
図１における－ｙ方向へ、支持板１１を図１における＋ｙ方向へと向かうよう、支持板１
０又は支持板１１の少なくとも一方を加圧する。これにより、柱体１２は高さ方向におい
て収縮するよう変形する。なお、加熱工程は、柱体１２の軟化点以上の温度にて行われる
。
【００４６】
　その後二次電池１００を冷却すると（冷却工程）、柱体１２が収縮状態を維持したまま
硬化する。冷却工程後、支持板１０又は支持板１１の加圧を停止する。これにより、電極
積層体１間、及び電極積層体１と支持板１０・１１間の空隙が加圧前と比較して減少し、
電極積層体１が固縛される。
【００４７】
　なお、リチウムイオン電池を含む二次電池１００において、集電箔の剥離による空隙や
電極層を構成する粒子間の空隙は、高抵抗の要因となる。特に、電解質に流動性の少ない
材料を用いる場合、空隙に電解質が流動することが期待できず、電池性能の低下を招くお
それがある。
【００４８】
　本実施形態によれば、柱体１２の収縮により、一対の支持板１０・１１が加圧された状
態で固定されるため、空隙による電気性能の低下を軽減することが可能となる。また、例
えば柱体が支持板を貫通し、支持板の外側に柱体の端が突出した二次電池に比べ、各支持
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板１０・１１の外側に部材が突出しないため、体積あたりの利用効率が向上する。また、
柱体１２に絶縁性の樹脂を用いることにより、電極積層体１が柱体１２に接する場合であ
っても、電極間の短絡を防ぐことができる。
【００４９】
　なお、本実施形態では、柱体１２を熱可塑性樹脂で構成しているが、柱体１２の構成は
これに限定されない。柱体１２は、条件に応じて収縮する材料で構成されればよい。例え
ば、柱体１２には、熱硬化性樹脂、又は紫外線硬化樹脂を用いることができる。材料の流
動性が高く、硬化前に柱体１２の形状を保てない場合には、ポリウレタン等の多孔質の物
質に柱体１２の材料を染み込ませて柱体１２を形成してもよい。
【００５０】
　＜変形例＞
【００５１】
　図３は、第１の実施形態の変形例における二次電池１００の一例を示す模式図である。
本変形例における柱体１４は、収縮部１４ａと本体部１４ｂにより構成される点が、上述
の実施形態と異なる。支持板１０・１１と、柱体１４とで、電極積層体の保持構造１３を
構成する。
【００５２】
　収縮部１４ａは、条件に応じて軟化する材料で形成される。収縮部１４ａは、例えば熱
可塑性樹脂により形成される。本体部１４ｂは、収縮部１４ａの軟化条件において軟化し
ない材料で形成される。本体部１４ｂは、例えば高耐熱性樹脂である。
【００５３】
　柱体１４の両端と電極積層体１とを支持板１０・１１で挟持し、収縮条件下で加圧する
と、収縮部１４ａが軟化する。その後収縮部１４ａを硬化させることにより、二次電池１
００内部の空隙が減少した状態で電極積層体１が固縛される。
【００５４】
　本変形例により、外面に部材が突出せず、部材が突出する場合に比べて体積当たりの利
用効率の高い二次電池１を提供することができる。また、支持板１０・１１が加圧された
状態で固定されるため、空隙による電気性能の低下を軽減しうる。
【００５５】
　＜第２の実施形態＞
【００５６】
　図４は、第２の実施形態における二次電池１００の一例を示す模式図である。本実施形
態における柱体は、凹型部材１８と、凸型部材１９により構成され、凹型部材１８と凸型
部材とは、支持板が離れあう方向に移動しないよう係止する係止機構を有する点が、上述
の実施形態と異なる。以下、上述の実施形態と異なる点について説明する。
【００５７】
　電極積層体１は、挟持部材１６及び挟持部材１７により挟持される。挟持部材１６は、
支持板と複数の凹型部材１８とにより構成される。
【００５８】
　挟持部材１７は、支持板と複数の凸型部材１９とにより構成される。凹型部材１８と凸
型部材１９とは対となって柱体として機能する。即ち、挟持部材１６を構成する支持板と
、挟持部材１７を構成する支持板とで対となり、凹型部材１８及び凸型部材１９により構
成される柱体の両端を挟持するといえる。
【００５９】
　また、凹型部材１８と支持板、及び凸型部材１９と支持板は、一体に成形されたもので
あってもよく、別々に成形されたものを組み合わせたものであってもよい。即ち、柱体の
一端（凹型部材１８側）と支持板、及び柱体の他端（凸型部材１９側）と支持板は、各々
固着しているといえる。
【００６０】
　凹型部材１８は、長手方向に直交する断面において周囲を囲われた中空部分を有する、
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中空形状である。凸型部材１９は、凹型部材１８の中空部分に嵌合するよう形成された部
材である。凹型部材１８と凸型部材１９とは、例えば樹脂、又は金属により形成される。
【００６１】
　図５は、凹型部材１８の断面の一例を示す図である。図５は、凹型部材１８を長手方向
に平行に切断した状態の断面図である。凹型部材１８は、内部に突起部２０を有する。突
起部２０は、凸型部材１９の後述する凹部に嵌合した突起部２０が外れないよう、図５に
示す右斜め上方向に突出している。突起部２０の断面における突出角度θ１は、例えば鋭
角である。
【００６２】
　即ち、突起部２０は、挟持部材１６の支持板と挟持部材１７の支持板とが互いに離れあ
う方向（挟持部材１６が図４の＋ｙ方向、挟持部材１７が図４の－ｙ方向）に移動しない
よう係止する係止機構として機能する。
【００６３】
　図６は、凸型部材１９の断面の一例を示す図である。図６は、凸型部材１９を長手方向
に平行に切断した状態の断面図である。凸型部材１９は、内部に凹部２１を有する。凹部
２１には、凹型部材１８の突起部２０が嵌合する。凹部２１は嵌合した突起部２０を係止
するよう、図６における右斜め上方向に切れ込んでいる。凹部２１の切れ込み角度θ２は
、例えば鋭角である。
【００６４】
　即ち、凹部２１は、挟持部材１６の支持板と挟持部材１７の支持板とが互いに離れあう
方向（挟持部材１６が図４の＋ｙ方向、挟持部材１７が図４の－ｙ方向）に移動しないよ
う係止する係止機構として機能する。
【００６５】
　なお、図５及び図６では、凹型部材１８が突起部２０を有し、凸型部材１９が凹部２１
を有するが、凹型部材１８が凹部２１を有し、凸型部材１９が突起部２０を有するもので
あってもよい。また、図５及び図６では、凹型部材１８及び凸型部材１９は各々複数の突
起部２０と凹部２１とを有しているが、突起部２０と凹部２１との数はこれに限定されな
い。
【００６６】
　本実施形態における電極積層体の保持構造１５を形成する際、例えば挟持部材１７に電
極積層体１を重ね、挟持部材１７の凸型部材１８と挟持部材１６の凹型部材１８の位置を
併せながら、挟持部材１７に挟持部材１６を重ねる。挟持部材１６・１７が互いの方向（
挟持部材１６が図４の－ｙ方向、挟持部材１７が図４の＋ｙ方向）へ向かうよう、挟持部
材１６・１７の少なくとも一方を加圧する。
【００６７】
　即ち、凹型部材１８の中空部分に凸型部材１９が嵌合し、柱体が形成される。すると、
電極積層体１を挟持する状態で、突起部２０と凹部２１とが嵌合する。その後、加圧を停
止する。突起部２０と凹部２１との嵌合により、挟持部材１６・１７は電極積層体１を固
縛した状態で固定される。
【００６８】
　本実施形態によれば、加熱を行わない場合であっても、支持板の外面に柱体の端や他の
部材を突出させずに電極積層体１を固縛できるため、二次電池１００の体積当たりの利用
効率を向上させることができる。
【００６９】
　上述の実施形態では、リチウムイオン電池を例に挙げて説明を行ったが、本実施形態は
リチウムイオン電池に限定されるものではなく、要旨を逸脱しない範囲で適宜変更が可能
である。例えば、正極、負極、及び正極と負極とを電気的に分離するセパレータを備える
蓄電デバイス（例えば他の二次電池、及びキャパシタ等）に適用することができる。
【００７０】
　以上、本発明に係る各実施形態及び変形例の説明を行ってきたが、本発明は、上記した
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実施形態の一例に限定されるものではなく、様々な変形例が含まれる。例えば、上記した
実施形態の一例は、本発明を分かり易くするために詳細に説明したものであり、本発明は
、ここで説明した全ての構成を備えるものに限定されない。また、ある実施形態の一例の
構成の一部を他の一例の構成に置き換えることが可能である。また、ある実施形態の一例
の構成に他の一例の構成を加えることも可能である。また、各実施形態の一例の構成の一
部について、他の構成の追加・削除・置換をすることもできる。
【符号の説明】
【００７１】
１：電極積層体、２：正極電極、３：負極電極、４：半固体電解質層、５：正極集電箔、
６：正極塗工層、７：負極集電箔、８：負極塗工層、９・１３・１５：電極積層体の保持
構造、１０・１１：支持板、１２・１４：柱体、１４ａ：収縮部、１４ｂ：本体部、１６
・１７：挟持部材、１８：凹型部材、１９：凸型部材、２０：突起部、２１：凹部、１０
０：二次電池

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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